『2014年度版 なにわの経済データ 統計でみる大阪経済の現状』
訂正について（2016年４月14日）

以下のとおり訂正します。

· 16ページ（２－３．産業大分類民営事業所の従業者数）

表中の全国の数値

	産業大分類
	全国

	
	誤
	正

	Ａ～Ｒ
	全産業（民営）合計
	55,838,266
	55,837,252

	Ａ～Ｂ
	農林漁業
	356,215

	Ｃ
	鉱業，砕石業，砂利採取業
	21,406
	21,427

	Ｄ
	建設業
	3,876,621

	Ｅ
	製造業
	9,244,505
	9,247,717

	Ｆ
	電気・ガス・熱供給・水道業
	201,270
	201,426

	Ｇ
	情報通信業
	1,626,356
	1,627,310

	Ｈ
	運輸業，郵便業
	3,301,682

	Ｉ
	卸売業，小売業
	11,751,637
	11,746,468

	Ｊ
	金融業，保険業
	1,589,449

	Ｋ
	不動産業，物品賃貸業
	1,473,835
	1,473,840

	Ｌ
	学術研究，専門・技術サービス業
	1,663,946
	1,663,790

	Ｍ
	宿泊業，飲食サービス業
	5,420,864
	5,420,832

	Ｎ
	生活関連サービス業，娯楽業
	2,545,631
	2,545,797

	Ｏ
	教育，学習支援業
	1,721,698
	1,721,559

	Ｐ
	医療，福祉
	6,178,976
	6,178,938

	Ｑ
	複合サービス業
	342,426

	Ｒ
	サービス業（他に分離されないもの）
	4,521,749
	4,521,755


